
４

�������	
����������������������

�������	�������	
　市では、市民の皆さんに財政状況をお知らせし、市政運営の状況をご理解いただくため、毎年２回、財
政事情を公表しています。
　今回は、９月の市議会定例会で認定されました平成２４年度決算の状況および平成２５年４月１日から平成
２５年９月３０日までの間における予算の執行状況などについてお知らせします。
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　平成２４年度の一般会計決算は、
前年度が東日本大震災に伴う災害
関連事業の増により歳入歳出総額
が大幅に増加したことから、相対
的に減少しています。歳入は前年
度の災害復旧事業が繰り越された
ことにより繰越金が増加した一
方、固定資産税の減収や震災復興
特別交付税の減少により大幅な減
額となりました。歳出では道路改
良舗装事業などの普通建設事業が
増加した一方、災害復旧事業に係
る下水道事業特別会計などへの繰
出金が減少したことにより、大幅
な減額となりました。
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増減率平成２３年度平成２４年度区分

△９．０％２４１億２８０９万８千円２１９億６４０６万４千円予算額

△１１．５％２３２億７５７万８千円２０５億４９３３万４千円歳入総額①

△７．７％２０７億７８８７万４千円１９１億７２１８万１千円歳出総額②

△４３．３％２４億２８７０万４千円１３億７７１５万３千円歳入歳出差引額③（①－②）

△６９．４％１３億１０９１万４千円４億８７万６千円翌年度に繰り越すべき財源④

皆増０円３２２５万円継続費逓次繰越額

△７２．９％１３億１０９１万４千円３億５５６７万６千円繰越明許費繰越額

皆増０円１２９５万円事故繰越繰越額

△１２．７％１１億１７７９万円９億７６２７万７千円実質収支額⑤（③－④）

依存財源
（４９．５％）

自主財源 
（５０．５％）

○市税　６７億１６６８万９千円
３２．７％（前年度比１．８％減）

・固定資産税の減

○繰越金　２４億２８７０万４千円
１１．８％（前年度比１０７．１％増）

・前年度繰越金の増

○諸収入　５億２８９２万４千円
２．７％（前年度比０．５％増）

・市町村防災対策事業交付金の増

○繰入金　１億８９６万７千円
０．５％（前年度比９３１．６％増）

・震災復興まちづくり基金繰入金の皆増

○その他　５億７２４２万４千円
２．８％（前年度比６．３％減）

・財産収入、寄付金の減

○市債　１４億８３７８万８千円
７．２％（前年度比４．０％増）

・中学校屋内運動場耐震補強事業債の皆増

○その他　８億６２４７万４千円
４．２％（前年度比６．７％減）

・地方特例交付金の減

○国庫支出金　２２億６８２４万７千円
１１．０％（前年度比４．７％減）

・農業用施設災害復旧事業の減

○地方交付税　４３億２２１４万９千円
２１．０％（前年度比４４．９％減）

・震災復興特別交付税の減

○県支出金　１２億５６９６万８千円
６．１％（前年度比１４．７％減）

・市町村復興まちづくり支援事業の皆減
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自主財源…那珂市が自らの権限で確保（徴収）したことによって得られた財源
依存財源…国や県から決められた額を交付されることによって得られた財源および割り当て

られることなどによって得られた財源で、那珂市の裁量が制限されている財源

財政課財政グループ
�２９８－１１１１
（内線５２２・５２３）

問　い
合わせ



広報なか１１月号５

義務的経費
（４７．３％）

その他の経費その他の経費
（３（３８．１％）１％）

投資的経費投資的経費
（１（１４．６％）６％）

その他の経費
（３８．１％）

投資的経費
（１４．６％）

○人件費　４０億６０２２万４千円
２１．２％（前年度比０．７％減）

・地方公務員共済組合等負担金の減

○扶助費　３０億２６５５万円
１５．８％（前年度比１．６％増）

・障害福祉サービス給付事業の増

○公債費　１９億７８５５万１千円
１０．３％（前年度比２．３％減）

・起債償還元金および利子の減

○普通建設事業費　１５億８８６６万３千円
８．３％（前年度比６７．１％増）

・道路改良舗装事業の増
・安心安全対策両宮排水路整備事業の増

○繰出金　１８億６２６５万６千円
９．７％（前年度比３０．９％減）

・下水道事業特別会計繰出金（災害復旧費）の減

○補助費等　１５億６２２４万１千円
８．２％（前年度比４．７％減）

・大宮地方環境整備組合負担金の減

○積立金　９億４７９８万７千円
４．９％（前年度比４１．２％減）

・財政調整基金積立金の減

○その他　２億５５４５万１千円
１．３％（前年度比６４．６％増）

・維持補修費の増

○物件費　２６億９１２３万５千円
１４．０％（前年度比４．８％減）

・災害廃棄物対策事業の減

○災害復旧事業費　１１億９８６２万３千円
６．３％（前年度比３３．６％減）

・震災による災害復旧事業の減
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義務的経費…人件費・扶助費・公債費など、市が支出にあたり義務を負っている性格の強い経費
投資的経費…工事請負費や公有財産購入費など資本形成に向けられる経費
その他の経費…物件費・維持補修費や特別会計繰出金、積立金・出資金・貸付金など

�������	�
��������	


◆：自主財源　◇：依存財源
※市の年間決算額を１か月の家計に置き換えてみましたが、
単純比較は困難ですので、あくまで目安としてください

●収入支出差引（歳出歳入差引） ２万２００円
●家電購入の残金ボーナス払い ５９００円
　（平成２５年度に繰り越す財源）
●実際の収支（実質収支） １万４３００円

����������

費目構成比金額区分

市税３２．７％９万８１００円◆給与（基本給）

地方交付税・交付金など２５．２％７万５６００円◇給与（諸手当）

国庫・県支出金１７．２％５万１６００円◇友人からの援助

前年度繰越金１１．８％３万５４００円◆前月からの繰越金

市債７．２％２万１６００円◇ローン借入

使用料・手数料など２．８％８４００円◆パート収入

繰入金０．５％１５００円◆預金引き出し

諸収入２．６％７８００円◆その他臨時収入
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費目構成比金額区分

人件費、物件費３５．３％９万８８００円
生活費（食費・
光熱水費など）

扶助費・補助費など２３．９％６万６９００円
医療・介護・
教育費など

普通建設事業費、
災害復旧事業費など

１５．７％４万３９００円
家の増改築・車
の購入・地震に
よる家の補修

公債費１０．３％２万８８００円ローンの返済

貸付金・繰出金など９．９％２万７７００円
子どもたちへの
仕送りなど

積立金４．９％１万３７００円預金
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　市の財政は、市民の皆さんの直接または間接の税
負担により成り立っています。平成２４年度の１世帯
１人あたりの負担額は表のとおりです。
　また、都市計画税は、公園・道路・下水道などの
都市計画事業や土地区画整理事業などに充てられる
目的税で、市では次の事業に充当しています。な
お、これらの事業の３０．５％は都市計画税で賄われて
います。
【都市計画税充当事業】
　安心安全対策両宮排水路整備事業、下菅谷地区ま
ちづくり事業、上菅谷駅前地区まちづくり事業、菅
谷地区まちづくり事業、上宿大木内線街路整備事
業、区画整理事業費および公債費（過去の都市計画
事業などで借り入れた市債の返済分）
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１人あたりの
負担額

１世帯あたりの
負担額

平成２４年度
決算額

税　目

５万１５３３円１３万４１９２円２８億８５１３万４千円市 民 税

５万３７００円１３万９８３４円３０億６４３万２千円固定資産税

２１３６円５５６２円１億１９５７万９千円軽自動車税

７０７５円１万８４２４円３億９６１１万７千円市たばこ税

５５２７円１万４３９２円３億９４２万７千円都市計画税

１１万９９７１円３１万２４０４円６７億１６６８万９千円合　計

※世帯数２１，５００世帯、人口５５，９８６人（平成２５年３月３１日現在）

○諸支出金　２０１万２千円
０．０％（前年度比９０．２％減）

○民生費　５５億９８５万円
２８．８％（前年度比３．４％増）

・障害者福祉サービス給付事業の増

○総務費　３２億２７７８万円
１６．９％（前年度比２３．２％減）

・基金積立事業の減

○教育費　２１億６８９万６千円
１１．０％（前年度比２０．９％増）

・第二中学校屋内運動場耐震補強事業の皆増

○土木費　２０億９６５２万２千円
１０．９％（前年度比１３．２％減）

・下水道事業特別会計繰出金（災害復旧費）の減

○公債費　１９億７８５５万１千円
１０．３％（前年度比２．３％減）

・起債償還元金および利子の減

○災害復旧費　１１億４０６９万１千円
５．９％（前年度比３４．４％減）

・単独災害復旧事業の減

○衛生費　１１億３５５８万円
５．９％（前年度比１０．８％減）

・大宮地方環境整備組合負担金の減

○消防費　９億３７１３万４千円
４．９％（前年度比８．１％増）

・常備消防車両整備事業の皆増

○農林水産業費　６億４２９３万２千円
３．４％（前年度比１２．１％減）

・農業集落排水整備事業特別会計繰出金
　（災害復旧費）の減

○議会費　２億２０４２万７千円
１．１％（前年度比１７．６％減）

・議員人件費の減

○商工費　１億７３８０万６千円
０．９％（前年度比６．９％増）

・一の関溜池公園管理事業の増
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　特別会計は、特定の事業を行う場合、特定の収入をもって特定の支出に充て、一般会計から分離して別に経理
を行う会計です。平成２４年度の特別会計の決算額は表のとおりです。

増減率平成２３年度歳出決算額差引額（Ａ）－（Ｂ）歳出決算額（Ｂ）歳入決算額（Ａ）会計名

６．２％５１億３７３２万５千円３億１４５０万１千円５４億５７１４万円５７億７１６４万１千円国民健康保険（事業勘定）　

２８．３％２０億６８１０万２千円２億５２０２万円２６億５３８８万５千円２９億５９０万５千円下水道事業

７．３％１２３９万３千円２８０万８千円１３３０万１千円１６１０万９千円公園墓地事業

６．８％７億７７２４万１千円２７７８万７千円８億３０４０万９千円８億５８１９万６千円農業集落排水整備事業

１０．０％３４億６９９１万５千円７５２４万３千円３８億１６９３万６千円３８億９２１７万９千円介護保険（保険事業勘定）

△３０．０％１億２８５５万４千円１３１４万８千円８９９９万８千円１億３１４万６千円上菅谷駅前地区土地区画整理事業

１０．０％４億３２８３万４千円３７万８千円４億７６１４万円４億７６５１万８千円後期高齢者医療

皆減５万８千円ーーー那珂地方公平委員会

１０．９％１２０億２６４２万２千円６億８５８８万５千円１３３億３７８０万９千円１４０億２３６９万４千円合　　　計
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３００

４００

２００

１００

０

（億円）

３３２億円 ３２７億円
３４４億円 ３３８億円 ３３７億円

２３年度 ２４年度２０年度 ２１年度 ２２年度

１７２

１０６

３６

１７７

１１１

３３

１７４

１１０

３４

１１６６９９  
一般会計債一般会計債

１１００５５
下水道事業債下水道事業債

１６９ 
一般会計債

１０５
下水道事業債

３７

９
９

１５
８８ ８８８

１２
８

８
８土地区画 
整理事業債

水道事業債

農業集落排水 
整備事業債

１７５

１０８

３５ ９９
１０
９

＜市債年度末現在高の推移＞

平成２３年度末現在高増減高平成２４年度末現在高区分

１７１億８００１万７千円△２億３１６５万３千円１６９億４８３６万４千円一般会計債

１０６億５８４万２千円△１億５０１９万８千円１０４億５５６４万４千円下水道事業債

３６億８３７万１千円６０７６万１千円３６億６９１３万２千円
農業集落排水
整備事業債

８億４５８４万７千円△６３１１万８千円７億８２７２万９千円
土 地 区 画
整理事業債

９億１３３３万８千円△１億２９５万４千円８億１０３８万４千円水道事業債

３３１億５３４１万５千円△４億８７１６万２千円３２６億６６２５万３千円合　計
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　土地は中里地内の土地の寄付を受け入れたこ
となどにより増加しました。
　建物（延面積）は市内４か所の消防団詰所を
解体したことなどにより減少しました。
　債権は災害援護資金貸付金の増などにより増
加しました。
　基金については、減債基金、学校施設整備基
金、公共施設整備基金などを積み増すことで９
億４７４３万９千円の増額となりました。

平成２３年度末
現在高

増減高
平成２４年度末
現在高

区　分

１７３万７１２７�１万６８２０�１７５万３９４７�土地

１６万６９７１�△１１７�１６万６８５４�建物

１３３１万９千円５万６千円１３３７万５千円有価証券

７４７１万９千円０円７４７１万９千円出資による権利

１３３６万１千円５８４万８千円１９２０万９千円債権

５６億２１６１万６千円９億４７４３万９千円６５億６９０５万５千円基金
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　合併特例債は、合併後の一体性の確立や均衡ある発
展に資する公共施設の整備事業などに対し、その財源
として発行することができる通常の地方債よりも有利
な市債です。１０年間の発行が認められている合併特例
債は、このたびの東日本大震災により、発行期限が１０
年延長可能となりました。
　平成２４年度において、合併特例債を活用した事業は
表のとおりです。
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◆平成２４年度合併特例債充当事業

事業費充当額事業名

１億９４９万７千円１億３９０万円両宮排水路整備事業　※１

１億８７８７万円１億９９０万円
まちづくり交付金事業
（菅谷地区）※２

２億９７３６万７千円２億１３８０万円合　　　計

※１　繰越明許費分含む
※２　安心安全対策両宮排水路整備事業

　市の水道事業は、民間企業と同様に企業会計
が導入されており独立採算で運営しています。
○収益的収支…事業の管理運営など経常業務に
関する収入および支出（消費税込み）

○資本的収支…水道管の敷設など建設改良費に
関する収入および支出（消費税込み）

※資本的収入の支出に対する不足額は、内部留
保資金などで補てんしました

増減率平成２３年度決算額平成２４年度決算額区　分

０．１％１１億４９０３万８千円１１億４９７５万８千円収入
収益的収支

△１５．５％１１億７０６５万９千円９億８８６５万９千円支出

４９６．６％４１０１万８千円２億４４６９万８千円収入
資本的収支

２９．６％３億７６３９万２千円４億８７８６万２千円支出
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　平成２４年度末の市債現在高は、中学校屋内運動場耐
震補強事業や、まちづくり交付金事業、公共下水道事
業、地方交付税の振替分としての臨時財政対策債など
に２２億３１６８万８千円を借り入れた一方で、２７億１８８５万
円の元金を返済したことにより、３２６億６６２５万３千円
となりました。市債現在高は市債発行の抑制により減

少しています。今後も、市債残高の抑制に努めます。
　上記のグラフは過去５年間の市債年度末現在高の推
移です。市では財政健全化プランの推進により、市債
発行の縮減や低金利の市債への借り換えなどにより、
将来負担の軽減を図っています。



８

財政再生基準
（赤信号）

早期健全化基準
（黄色信号）

那珂市
区　分

平成２３年度平成２４年度

２０．００％１３．０４％―
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

実 質 赤 字 比 率
健
全
化
判
断
比
率

３０．００％１８．０４％―
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

連 結 赤 字 比 率

３５．０％２５．０％１１．６％１０．６％１０．６％実質公債費比率

―３５０．０％６１．４％３８．４％３８．４％将 来 負 担 比 率

経営健全化基準
２０．０％

－
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

資 金 不 足 比 率
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県内順位数値
（対前年比）指標が表しているもの指標

２５位／
４４市町村

０．６４
（△０．０２）

財政基盤の強さを表す指標で、標準的な行政需要を賄うのに必要な財源
を、どれだけ自力で調達できるかを表す指標です。数値が大きいほど、財
源に余裕があるとされており、数値が１を超えると普通交付税の交付を受
けないことになります。

財政力指数

３３位／
４４市町村

９１．１％
（１．９）

財政構造の弾力性（ゆとり）を判断する指標で、経常的な経費（人件費、
扶助費、公債費、物件費など）が経常的な収入（市税・普通交付税などの
毎年収入される性質の収入）に占める割合で、比率が低いほど、臨時の財
政需要に対して余裕があります。

経常収支比率
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　従来の財政指標は、単年度における主会計（一般会計など）の収支状況に主眼がおかれていましたが、自治体
全体の財政状況が健全な状態であるかどうかを判断するための次の４つの指標「健全化判断比率」が定められ、
平成１９年度決算から全国の自治体で公表しています。また、公営企業においても「経営健全化判断基準」が定め

られ、同様に公表しています。
　これまでの指標では、信号に例えると赤信号と青信号しかなかっ
たため、気付いた時には財政破綻ということもありました。しか
し、この指標では、新たに黄色信号をつくり、早めに財政状況を改
善することで、破綻を未然に防ぐことを目的としています。

○実 質 赤 字 比 率…普通会計（一般会計など）の実質的赤字が標準財政規模に占める割合（１年間の収入、支
出を比べ赤字の割合を示したもの）

那珂市の数値は良好であり、
健全性が保たれています！

○連結実質赤字比率…特別会計を含む市の全会計の実質的赤字が標準財政規模に占める割合（企業会計を含めた
全会計の赤字の割合を示したもの）

○実質公債費比率…一般会計の公債費（借入金の返済額）に、特別会計の公債費を充てるための繰出金などを
加えた実質的な公債費が標準財政規模に占める割合（市債の割合が適正かどうかを判断す
る数値）

○将 来 負 担 比 率…一般会計などの実質的な将来負担額（一般会計などの借入金残高、特別会計の借入金残高
のうち一般会計負担の見込み、市の全職員が退職すると仮定した場合の退職手当負担見込
み、土地開発公社などの関係団体への一般会計負担見込みなど）が標準財政規模に占める
割合

※標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な一般財源を示すもので、当市では１２０億２０８８万２千円（平成２４年度）
となっています

○資 金 不 足 比 率…市の公営企業において生じている赤字（資金不足）が事業規模に占める割合（公営企業に
おける経営状態の悪化の度合いを示すもの）。市では水道事業会計、下水道事業特別会計、
農業集落排水整備事業特別会計の３会計が対象となります。
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　平成２５年度の予算執行にあたっては、限られた財源を
最大限に生かすよう努めるとともに、歳入予算の早期確
保と歳出予算の計画的かつ効率的な執行に努めています。
　平成２５年９月３０日現在の一般会計、特別会計、水道事
業会計、市有財産の状況および市債の状況について、お
知らせします。

　平成２５年９月３０日現在におけ
る一般会計の歳入歳出予算の執

行状況は、予算現額に対する収入済額の割合が
５２．３％、支出済額の割合が３３．４％で、ともに順調に執
行されています。

＜一般会計＞

支出割合
（Ｃ）/（Ａ）

支出済額
（Ｃ）

収入割合
（Ｂ）/（Ａ）

収入済額
（Ｂ）

予算現額
（Ａ）

会計名

４０．８％２２億７３３３万１千円４３．５％２４億２３２２万４千円５５億７７００万円国民健康保険（事業勘定）

３７．７％１３億１３８３万円２１．９％７億６４５０万８千円３４億８５７７万４千円下水道事業

５．９％８８万９千円７５．１％１１３７万１千円１５１３万２千円公園墓地事業

３０．４％４億１５０１万６千円１１．１％１億５１１６万円１３億６５６５万１千円農業集落排水整備事業

３９．９％１６億５７２３万１千円４０．４％１６億７７５６万１千円４１億５６１６万円介護保険（保険事業勘定）

５１．６％８６２０万３千円７．９％１３１５万円１億６６９９万８千円上菅谷駅前地区土地区画整理事業

３３．７％１億５８６６万７千円３６．５％１億７２００万９千円４億７１００万円後期高齢者医療

３８．８％５９億５１６万７千円３４．２％５２億１２９８万３千円１５２億３７７１万５千円合　　　計

＜特別会計＞
　特別会計の歳入歳
出予算の執行状況は
予算現額に対する収
入 済 額 の 割 合 が
３４．２％、支出済額の
割合が３８．８％で、例
年並みの状況となっ
ています。

平成２５年
９月３０日現在高

増減高
平成２５年
３月３１日現在高

区分

１６１億５０３３万５千円△５億２７８２万９千円１６６億７８１６万４千円一般会計債

９９億７２２１万７千円９９７万３千円９９億６２２４万４千円下水道事業債

３５億９６５５万４千円１億２２９２万２千円３４億７３６３万２千円
農業集落排水
整備事業債

７億２９５４万３千円△５３１８万６千円７億８２７２万９千円
土地区画整理
事 業 債

７億４４７７万５千円△６５６０万９千円８億１０３８万４千円水道事業債

３１１億９３４２万４千円△５億１３７２万９千円３１７億７１５万３千円合　　計

●市債現在高

平成２５年
９月３０日現在高

増減高
平成２５年
３月３１日現在高

区　分

１７５万３７６１�１万８７４９�１７３万５０１２�土地

１６万６８５４�０円１６万６８５４�建物

１３３７万５千円５万６千円１３３１万９千円有価証券

７４７１万９千円０円７４７１万９千円出資による権利

３２１１万４千円１１４７万７千円２０６３万７千円債権

６５億６９０５万５千円１億４０３０万８千円６４億２８７４万７千円基金

●市有財産現在高（水道事業会計分は含まない）

執行率
（Ｂ）/（Ａ）

収入・支出済額
（Ｂ）

予算現額
（Ａ）

区　分

５１．２％５億７１９０万円１１億１７８６万４千円収入
収益的収支

２４．３％２億６６９３万円１０億９８１７万７千円支出

４６．５％４２３４万７千円９１１２万７千円収入
資本的収支

２５．３％１億６０８０万４千円６億３４６３万３千円支出

＜水道事業会計＞

※資本的収入の支出に対する不足額は、内部留保資金などで補てんします

収入率 
５２．３％

※その他の内訳
（分担金及び負担金、財産収入、
 寄付金、繰入金、繰越金、諸収入）

※その他の内訳
（議会費、農林水産業費、
 商工費、災害復旧費、
 公債費、諸支出金、予備費）

０ ２０億 ４０億 ６０億

０ ２０億 ４０億 ６０億

７１．２％

２８．０％

７４．１％

１１．６％

５５．６％

２６．７％

５３．０％

３．９％

６９．２％

３３．５％

１７．０％

４３．４％

３６．２％

３４．９％

３８．７％

４２．２％

執行率 
３３．４％

支出済額

予 算 額【歳出】

○市税
４５億８６１９万７千円
６４億４５０５万４千円

○地方交付税
２８億３１９８万９千円
３８億２２８３万４千円

○国庫支出金
８億４０７４万８千円
２９億９９７２万８千円

○県支出金
１億６５０４万１千円
１４億２２０８万３千円

○地方消費税交付金
２億５２０５万４千円
４億５３００万円

○地方譲与税
７７４４万８千円
２億９０５０万円

○使用料及び手数料
１億４４４万１千円
１億９６８９万６千円

○市債
８９７０万円

２２億７８８９万６千円
○その他（※）

１７億５０２１万円
２５億３０７９万４千円

○民生費
２０億３１７万円
５９億７８８１万円

○土木費
６億９６７４万２千円
４１億１０３４万５千円

○総務費
１０億６３０８万６千円
２４億４８８２万７千円

○教育費
７億８７０５万２千円
２１億７２１６万円

○衛生費
　　４億６２２８万７千円
　１３億２４９８万８千円
○消防費

４億１１６３万７千円
１０億６３３５万２千円

○その他（※）
１４億１０７４万８千円
３３億４１３０万３千円

【歳入】収入済額

予 算 額

収入済額　１０６億９７８２万８千円
予算現額　２０４億３９７８万５千円

支出済額　  ６８億３４７２万２千円
予算現額　２０４億３９７８万５千円


